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当第２四半期のわが国経済は、海外経済が緩やか
に回復するなか、企業の生産活動や設備投資に持ち
直しの動きがみられるなど、景気は緩やかな回復基調
で推移いたしました。
このような経済情勢のなか、物流業界におきまし
て、国内貨物は、依然として荷動きに力強さを欠いた
ものの、自動車部品や鉄鋼などの輸送需要が増加し、
国際貨物では、アジア向けを中心として電子部品等の
航空貨物が好調を維持するなど、総じて堅調に推移
いたしました。
日通グループは、このような経営環境のなか、３カ
年の経営計画である「日通グループ経営計画２０１８－
新・世界日通。－」のもと、重点戦略である「エリア戦

略」と「機能戦略」を着実に遂行することで、成長性と
収益性の向上に、グループ一丸となって取り組んでま
いりました。

「エリア戦略」
「日本」では、国内事業の一層の強化に向け、国内ブ
ロックの再編を実施し、経営資源の最適化と組織の一
体化をさらに進めてまいりました。「海外」では、引き続
き成長が見込まれる東南アジアへ経営資源を集中投
下し、アジア発着貨物の取扱いを拡大することで、グ
ローバルレベルでの成長を図ってまいりました。

「機能戦略」
陸・海・空が一体となったワンストップ営業とアカ

株主の皆様には、平素より格別の
ご支援を賜り厚くお礼申し上げます。
第112期中間報告書をお届けするにあたり、
謹んでご挨拶申し上げます。

代表取締役社長

トップメッセージ
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ウントマネジメントによる顧客起点での営業力を徹底
的に強化するとともに、物流分野の先端技術を研究・
開発する組織として、ロジスティクスエンジニアリン
グ戦略室を新設するなど、コア事業の強化と高度化に
取り組んでまいりました。また、新たにダイバーシティ
推進室を設置し、すべての従業員が働きがいを持て
る企業を目標に、意識改革と環境整備を図り、経営基
盤の強化に努めてまいりました。

この結果、第112期第2四半期連結経営成績につき
ましては、

となりました。

なお、第112期中間配当金につきましては、本年10
月31日開催の取締役会において、普通株式１株につ

売上高は 9,561億円
（前年同期比5.2％増）

営業利益は 322億円
（前年同期比31.8％増）

経常利益は 344億円
（前年同期比22.4％増）

親会社株主に帰属する
四半期純利益は

215億円
（前年同期比17.9％増）

き６円とし、支払開始日を本年12月４日とすることを
決定いたしました。
当下半期の経済動向につきまして、海外経済は、全
体として回復基調にあるものの、顕在化する地政学リ
スクに加え、中国やアジア新興国等における経済の
先行き不安や、政情・政策に関する不確実性等、不透
明な材料が数多く潜在しております。国内経済は、引
き続き設備投資を中心とした内需が牽引する一方
で、外需の増加ペースは鈍るものと予測されており
ます。
このような経済動向を受け、物流業界におきまして
は、国内貨物・国際貨物ともに輸送需要が底堅く推移
するものと予測されておりますが、働き方改革の推
進や人材確保・育成への取組みに加え、先端技術を
導入した省力化物流サービスの開発など、業界全体
として新たな価値創造型産業への転換を求められて
おります。
日通グループは、このような経営環境に迅速に対応

し、世界を舞台に戦える真のグローバルロジスティク
ス企業を目指し、さらなる成長と、より一層の企業価
値向上を図り、株主の皆様のご期待にお応えしてまい
る所存でございますので、引き続き株主の皆様のあ
たたかいご理解とご支援を賜りますようお願い申し
上げます。

２０１７年１２月
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昭和初期
荷馬車での陸送

1952年
トラック輸送で圧倒的シェア
▶︎�GHQの指令で50km圏の近距
離鉄道貨物をトラックへ転移

1965年
警備輸送部門発足

創立80周年のあゆみ
特集

1937年

1955年
航空輸送スタート

1958年
ニューヨーク初代駐在員を
派遣

1949年
海運事業本格進出

1957年�当社が日本で最初に導
入した自動車専用船（第一金綱丸）

1964年
「東京五輪」を運ぶ

1962年
米国日通設立

1973年
シンガポール日通設立
1977年
オランダ日通設立
1978年
ハワイ日通設立
1979年
香港日通、ブラジル日通設立聖火リレー用のトーチ

1970年
「日本万国博覧会」を運ぶ

搬入されるアポロ8号

航空輸送された船舶部品

1945年には5,250両、1960
年でも183両も残っていた

1937年10月1日、「日本通運株式会社法」にもとづき、いわゆる半官
半民の国策会社として発足。1942年、第二次世界大戦の時局の進
展にともない、輸送の総合的運営の必要に迫られた政府の方針によ
り、全国主要都市の運送会社を合併し、現在の当社の原型を形成。
1950年、「通運事業法」の施行とともに純粋な民間会社として再出
発。以来、日本経済の復興・成長とともに、事業の拡大・発展につと
めてまいりました。

日本通運株式会社創立

1940

1950

1960

1970
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2010年
人材開発センター
「NEX-TEC芝浦」稼働
2011年
「東日本大震災」

2017年
創立80周年

1981年
英国日通、ドイツ日通設立
1983年
ベルギー日通、
カナダ日通設立
1984年
マレーシア日通設立
1985年
オーストラリア日通、�
フランス日通設立
「つくば万博」を運ぶ

1986年
イタリア日通設立
1987年
スイス日通設立
1988年
スペイン日通、台湾日通設立
1989年
タイ日通設立

1997年
珠海日通、�
日通インドネシア物流設立
1998年
美術品事業部新設
1999年
海外従業員8,000人突破

1990年
メキシコ日通設立
1992年
海外拠点200を突破
1994年
上海日通、日通深圳設立
1995年
フィリピン日通設立
�「阪神・淡路大震災」

2006年
サンクト・ペテルブルク�
日通設立
2007年
インド日通設立
2008年
海外進出50周年
2009年
車両塗装のデザインを一新

寸断されたライフラインを繋ぐ

2001年
海外従業員10,000人突破
2005年
「愛知万博」を運ぶ

　江戸時代から飛脚宰領仲間の
しるしや通行鑑札などに用いられ
た歴史のあるマーク。上の写真
は、当社の前身である内国通運
の社旗で、 の両端にEXPRESS
のEを配していた。日本通運設立
時、このEをとり、現在のマークと
なった。

　 マークの由来

1980

1990

2000

2010

救援物資の緊急輸送を実施

2015年
53年ぶりとなる�
大幅な組織改正
▶︎�陸・海・空のワンストップ営業
体制構築
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日本赤十字社に移動採血車
(献血バス)を寄贈

物流を通じて社会を支え、その発展とと
もに歩んできた当社が、これからもその責
務を果たしていく姿勢を示すとともに、創立
80周年を迎えた感謝の意を込め、社会貢献
事業として、献血活動を支援する寄付を実
施いたしました。
近年、少子高齢化の影響等により、献血協
力者の減少が続いております。当社は、最も
身近なボランティア活動であるこの「献血」
を少しでも後押しできるよう、移動採血車
（献血バス）３台を日本赤十字社殿へ寄贈い
たしました。同車両は、東京都・愛知県・大
阪府の各血液センターにそれぞれ１台ずつ
配備され、献血の新たな機動力として長期
間にわたって活躍していく予定です。

創立80周年記念事業
当社は、創立８０周年を機に、以下の記念事業を行います。

社会貢献事業（寄付事業）1
左／寄贈する竹津副社長　
右／日本赤十字社�近衛社長

献血バス“けんけつexpress号”

特集
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当社は、これからも社会から求められ、信頼され
る存在であり続けるために、私たちの「誇り」の源
泉である「安全・品質」に関する体制整備事業として、伊豆研修
センターのリニューアルを実施いたします。
同センターは、当社における「安全・品質」にかかわる技能向
上のための象徴的施設です。毎年、多くの従業員が同施設で、
技能を磨き、その継承と新たな知恵の創出に努めております。
今後も、日通グループ従業員の「誇り」の源泉となるべき場と
して、創立80周年を機に、環境と人材のダイバーシティに配慮
した新しい技能教育施設へと進化いたします。

伊豆研修センターを
リニューアル
「NEX-TEC伊豆」

安全・品質に関する体制整備事業3

新名称：�日本通運グループ　伊豆研修センター「NEX-TEC伊豆」
� （NIPPON�EXPRESS�Training�&�Education�Center）

当社は、常に物流を通じた新たな価値創造に挑戦し、これからも成長する企業であり続けるため、企業メッセージを
制定いたしました。目に見える「製品」を持たない当社においては、従業員一人ひとりが「日本通運とは何か」の表現主
体であり、その日々の行動や意識の積み重ねが「日本通運らしさ」を作り上げることになります。
そこで、日本通運固有の提供価値、つまり“日通ブランド”を端的に表す言葉として“We�Find�the�Way”を制定し、

これを社内外に浸透させることで従業員一人ひとりが日本通運の提供価値について考え、理解し、その結果、日々の
行動の変化にまでつながるよう働きかける取組みを実施いたします。

企業メッセージの制定 2
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日通ロジスティクスミャンマー株式会社は、多機能物流拠点
「ティラワ・ロジスティクス・センター」を新設し、６月１日より
営業を開始いたしました。地上２階建て、延床面積4,518m2

の当施設は、ミャンマー初の経済特別区であるティラワ経済
特別区に立地しており、都心部のヤンゴンや最寄港へのアク
セスに優れています。また、同地区では、建設資材や生産設
備、原材料の輸入関税が減免されるなど、税制優遇措置を受
けることができ、今後も多くの企業が進出し、物流需要の増加
が見込まれております。さらに、当施設は高温多湿なミャン
マーの気候に合わせ1,000m2（今後2,000m2へ拡張予定）の
空調ルームを配備するなど、お客様の多様なニーズにお応え
することが可能です。

ミャンマーの経済特別区に多機能物流拠点を新設
～ティラワ・ロジスティクス・センター～

TOPICS1

ティラワ・ロジスティクス・センター

日通
JUST NOW! 

この半年間の
動きを

CHECK!

中華人民共和国
（中国）

中華人民共和国

モンゴル

ロシア

日本

フィリピン

台湾

オーストラリア

インドネシア

インド

マダガスカル

セシェール

モルディブ

スリランカ マレーシア

エチオピア

ソマリア

ケニア

オマーン

パキスタン

アフガニスタン

タイ

ラオス

大韓民国

朝鮮民主主義人民共和国
（北朝鮮）

東ティモール

パプワ
ニュー
ギニア

パラオ

シンガポール

バングラ
デシュ

ミャンマー

ブータン
ネパール

キルギス

タジキスタン
トルクメニスタン

ウズベキスタン

アゼルバイジャン
アルメニア

シリア

レバノン

キプロス

ヨルダン

カタール

アラブ首長国連邦

バーレーン

クウェート

エジプト

スーダン

南スーダン

タンザニア

マラウイ

エリトリア

ジブチ

イスラエル

グルジア

イエメン

トルコ

ウクライナ

コモロ

イラン
イラク

サウジアラビア

カザフスタン

ティラワ湾

工業団地先行
開発エリア

ティラワ
経済特別区

ヤンゴン
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2017年度日通グループ
全国ドライバー・フォークリフトオペレーター
コンテストを開催

TOPICS2 TOPICS3

当社は、５月20日・21日の両日、日通伊豆研修センターで、
「全国ドライバー・フォークリフトオペレーターコンテスト」を開
催いたしました。当社は、このコンテストを通じて、省燃費運転を
取り入れた運転技能や整備点検技術の向上を図り、交通事故・
労働災害の防止と環境負荷の低減を一層推進してまいります。

ノーヒットノーランを
達成した阿部投手

表彰式で白獅子旗を受け取る
浦部主将

その他のトピックス  （2017.4.1 - 2017.9.30）

日通野球部
第88回都市対抗野球大会で準優勝
当社野球部は東京ドームで開催された第88回都市対抗野球
大会において、20年ぶりに決勝戦へ進出いたしました。２回戦で
は阿部投手がノーヒットノーランを達成するなど、選手とスタン
ドが一体となって勝ち進み、7月25日に行われたNTT東日本と
の決勝戦では、激戦の末、53年ぶりの優勝にあと一歩まで迫り
ながら敗れはしたものの、通算4度目の準優勝を果たしました。

すべての従業員が働きがいを持てる企業へ
ダイバーシティ推進室設置

成田地区に大型冷凍・冷蔵施設を新設
「Narita Temperature Controlled HUB」

上海とソウルで植林活動

物流分野の先端技術を研究・開発
ロジスティクスエンジニアリング戦略室設置

ケニアにアフリカ初の営業拠点を開設

一人ひとりが能力を最大限に発揮し、多様な個性が相
互作用を起こす企業風土醸成に向け、意識改革と環境
整備を推進。

世界的な品質基準に準拠した温度管理体制を構築し、
厳格な温度管理を必要とする医薬品などの国際航空貨
物の輸送・保管サービスを拡充。

海外を含めたグループ全体で環境保全やＣＯ2削減を
推進する「Nippon�Express’�Global�CSR」の一環とし
て、現地法人の日通国際物流（上海）と韓国日本通運に
て、植林活動を実施。

トラック隊列走行、物流センターの無人化・省力化、人工
知能（ＡＩ）活用の物流ソリューション、ドローンの多目的活
用など、先端技術の実用化に向けた研究・開発を推進。

今回のケニア支店の開設により、増加する同国への企
業進出や高まる物流ニーズに迅速に対応できる営業体
制を整備。

2017.5

2017.5

2017.7

2017.7

2017.8

より詳細な情報は当社ＨＰの
ニュースリリースをご覧ください。

http://www.nittsu.co.jp/press/
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通期予想

売上高 9,561億円 1兆9,400億円

営業利益 322億円 690億円

経常利益 344億円 720億円
親会社株主に帰属する
四半期純利益 215億円 430億円

ロジスティクス
74.9%

警備輸送
2.8%

重量品建設
2.4%

物流サポート
19.9%

●日本 76.2%
●米州 5.8%
●欧州 5.7%
●東アジア 7.1%
●南アジア・

オセアニア  5.2%

セグメント別
売上高
構成比

2014 2017201620152013

■■第2四半期（累計） ■通期 （単位：億円）

 （年度）

19,400
（見通し）

9,561

19,091

9,532

18,643

9,092

17,524

8,357

19,249

9,192

■■第2四半期（累計） ■通期

 （年度）

 （単位：億円）

2014 20172015 20162013

231

408

174

508

202

690
（見通し）

322

547

244

574

売上高 営業利益
■■第2四半期（累計） ■通期

 （年度）

 （単位：億円）

2014 20172015 20162013

276

501

223

595

250

720
（見通し）

344

623

281

638

経常利益

■■第2四半期（累計） ■通期

 （年度）

 （単位：億円）

2014 2016 201720152013

430
（見通し）

215

364

182

356

152

263

74

263

160

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益  
■■第2四半期（累計） ■通期

 （年度）

 （単位：円）

2014 2016 201720152013

37.13

18.36

447.85
（見通し）

224.6635.61

15.19
25.62

7.22

25.87
15.65

■■総資産 ■純資産

 （年度）

 （単位：億円）

2014 2016 2017
〈第2四半期〉

20152013

13,774

5,099

14,536

5,501

14,849

5,380 5,529

15,218

5,763

15,352

1株当たり四半期（当期）純利益 総資産・純資産

※グラフの比率は調整額を除いて作図しております。

※2017年度につきましては、株式併合の影響を考慮しております。

連結業績ハイライト
（2018年3月期�第2四半期累計期間）
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当第2四半期（百万円） 前第2四半期（百万円） 増減率（％）

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス

日本 売上高 584,247 566,292 3.2
セグメント利益 20,087 16,487 21.8

米州 売上高 44,833 41,919 7.0
セグメント利益 2,708 2,430 11.4

欧州 売上高 43,827 39,123 12.0
セグメント利益 1,728 855 102.0

東アジア 売上高 54,787 47,648 15.0
セグメント利益 768 597 28.7

南アジア・オセアニア 売上高 39,538 34,138 15.8
セグメント利益 1,633 1,118 46.1

警備輸送 売上高 28,693 27,428 4.6
セグメント利益 879 447 96.5

重量品建設 売上高 24,866 22,253 11.7
セグメント利益 2,345 1,774 32.2

物流サポート 売上高 204,296 192,032 6.4
セグメント利益 5,326 3,370 58.1

調整額 売上高 △68,958 △61,557 ―
セグメント利益 △3,244 △2,628 ―

合 計 売上高 956,131 909,278 5.2
セグメント利益 32,232 24,452 31.8

－新 世界日通。－

セグメント別の状況

日通グループ経営計画2018
《2016年4月1日 ─ 2019年3月31日》

本経営計画では、重点戦略として、
縦軸に面としての「エリア戦略」を、
横軸に強化・変革の対象としての
「機能戦略」を展開し、注力する事
業領域と成長地域へのＢｔｏＢに特
化した集中投資を行い、利益にこ
だわるグループ経営を推進してま
いります。

重点戦略

機
能
戦
略

営業力の徹底強化

グループ経営の強化
コア事業の強化と高度化

経営基盤の強靭化
グループＣＳＲ経営の更なる強化

日通グループ経営計画2018

『
成
長
性
』と

『
収
益
性
』の

両
立

日本
日
通

グ
ル
ー
プ
の

成
長
を
牽
引

海外

エリア戦略 日通グループの
目指す姿

『グローバル
ロジスティクス企業』
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　区　分 当第２四半期末
2017年9月30日現在

負債の部
流動負債 449,616
　支払手形 6,490
　買掛金 151,043
　短期借入金 64,746
　未払法人税等 12,805
　賞与引当金 21,948
　その他の引当金 382
　その他 192,199
固定負債 509,243
　社債 125,000
　長期借入金 190,801
　その他の引当金 1,569
　退職給付に係る負債 155,901
　その他 35,971
負債合計 958,859
純資産の部
株主資本 540,262
　資本金 70,175
　資本剰余金 24,707
　利益剰余金 465,518
　自己株式 △�20,139
その他の包括利益累計額 19,295
　その他有価証券評価差額金 62,880
　繰延ヘッジ損益 △�8
　為替換算調整勘定 △�45
　退職給付に係る調整累計額 △�43,530
非支配株主持分 16,802
純資産合計 576,360
負債純資産合計 1,535,220

　区　分 当第２四半期末
2017年9月30日現在

資産の部

流動資産 686,265

現金及び預金 184,408

受取手形 24,767

売掛金 295,547

たな卸資産 7,715

その他 174,917

貸倒引当金 △�1,090

固定資産 848,954

有形固定資産 546,785

　車両運搬具（純額） 29,984

　　建物（純額） 256,925

　土地 187,341

　その他（純額） 72,534

無形固定資産 116,564

　のれん 41,537

　その他 75,027

投資その他の資産 185,603

　投資有価証券 136,257

　その他 50,472

　貸倒引当金 △�1,126

資産合計 1,535,220

※記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。

四半期連結貸借対照表 （単位：百万円）

連結財務諸表
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営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フローは459億円の収入とな
り、前年同四半期並みとなりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フローは657億円の支出とな
り、前年同四半期に比べ322億円支出が増加しました。そ
の主な要因は、固定資産の取得による支出が増加したこ
と等によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フローは213億円の支出とな
り、前年同四半期に比べ715億円支出が増加しました。そ
の主な要因は、社債の発行による収入が減少したこと等
によるものであります。

　区　分
当第２四半期（累計）
2017年4月1日〜
2017年9月30日

売上高 956,131
売上原価 870,564
売上総利益 85,567
販売費及び一般管理費 53,334
営業利益 32,232
営業外収益 4,833
　受取利息　 247
　受取配当金　 2,086
　持分法による投資利益 392
　その他 2,107
営業外費用 2,583
　支払利息 1,650
　その他 933
経常利益 34,482
特別利益 2,221
　固定資産売却益 2,099
　投資有価証券売却益 64
　その他 56
特別損失 2,699
　固定資産処分損 2,598
　その他 100
税金等調整前四半期純利益 34,004
法人税等 11,949
四半期純利益 22,055
非支配株主に帰属する四半期純利益 484
親会社株主に帰属する四半期純利益 21,570

　区　分
当第２四半期（累計）
2017年4月1日〜
2017年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー 45,965
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 65,790
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 21,353
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 379
現金及び現金同等物の増減額 △ 41,557
現金及び現金同等物の期首残高 163,386
現金及び現金同等物の四半期末残高 121,829

より詳細な業績の情報は、当社のIRサイト
http://www.nittsu.co.jp/ir/をご覧ください。

※記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。

※記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。

日本通運 IR 検 索

四半期連結損益計算書 （単位：百万円） 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）
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※取締役�杉山�雅洋、中山�慈夫および安岡�定子の各氏は社外取締役です。

取締役

役員

林田 直也

島内 技 佐久間 文彦

杉山 雅洋

伊藤 豊

渡邉 健二 齋  充

堀切 智

秋田 進

中山 慈夫

石井 孝明

寺井 克宏

松本 義之 安岡 定子

竹津 久雄

取締役 執行役員

取締役 専務執行役員

代表取締役会長 代表取締役社長 社長執行役員

取締役 常務執行役員

取締役

代表取締役副社長 副社長執行役員

（2017年9月30日現在）

会社の概況
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会 社 名 日本通運株式会社�
（ＮＩＰＰＯＮ�ＥＸＰＲＥＳＳ�ＣＯ.,ＬＴＤ.）

設 立 1937年10月1日
資 本 金 701億75百万円
従業員数 32,533名
本 社 〒105-8322

東京都港区東新橋一丁目9番3号
ＴＥＬ．03-6251-1111
http://www.nittsu.co.jp/

連結子会社および持分法適用会社
連結子会社�� 266社
持分法適用会社� 24社

※�監査役�神𠮷 正、野尻 俊明および青木 良夫の各氏は社外監査役です。

役員

会社概要（2017年9月30日現在）

監査役

執行役員

和田 貴志 野尻 俊明鈴木 達也 青木 良夫神𠮷 正

常勤監査役 監査役

常務執行役員 横尾　行雄
常務執行役員 髙橋　康紀
常務執行役員 近藤　　晃
常務執行役員 井手　憲文
常務執行役員 田中　和志
常務執行役員 青山　陽一
常務執行役員 杉山　龍雄
常務執行役員 中村　栄一

執行役員 植松　　満
執行役員 吉岡　　英
執行役員 内田　敏朗
執行役員 池田　　誠
執行役員 佐藤　武司
執行役員 宮脇　一郎
執行役員 中川　真人
執行役員 神取　　浩
執行役員 舩木 　博文
執行役員 海野　　
執行役員 永井　　裕
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〈株主数および比率〉

〈株式数および比率〉

■ 個人・その他
166,627千株

16.7%

■ 外国法人等
238,441千株

23.9%

■ 金融機関
463,357千株 46.4%

■ 自己名義株式
37,116千株 3.7%

■ その他の法人
76,152千株
7.6%

■ 金融商品取引業者
16,304千株
1.7%

合 計
998,000千株

■ 個人・その他 52,313名 97.0%

■ 外国法人等 606名 1.1%

■ 金融機関 118名 0.2%

■ 金融商品取引業者 38名 0.1%

■ その他の法人 835名 1.6%

■ 自己名義株式 1名 0.0%

合 計
53,911名

株 式 数 発行可能株式総数 3,988,000,000�株
発行済株式の総数 998,000,000�株

株 主 数 53,911名

株　主　名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口） 81,741 8.5

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 75,367 7.8

朝日生命保険相互会社 56,019 5.8

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 50,967 5.3

みずほ信託銀行株式会社
退職給付信託�みずほ銀行口　
再信託受託者�資産管理サービス
信託銀行株式会社

41,500 4.3

日通株式貯蓄会 34,743 3.6

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口４） 17,675 1.8

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ�ＯＦ�ＮＯＲＷＡＹ 15,735 1.6

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 14,921 1.6

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口５） 14,040 1.5

※�当社は、自己株式37,116千株を保有しておりますが、上記の大株主から
は除外しております。

株式の状況 所有者別株式の分布状況

大株主

（2017年9月30日現在）株式関連情報
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事 業 年 度 毎年4月1日から
翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基 準 日 定時株主総会　3月31日
期末配当金　　3月31日
中間配当金　　9月30日

単 元 株 式 数 100株�（2017年10月1日現在）

上 場 取 引 所 東京

証 券 コ ー ド 9062

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社�証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1　 �0120-232-711
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社�証券代行部

公 告 方 法 電子公告
ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、東京都内で発行
される日本経済新聞に掲載して行います。
電子公告掲載ホームページアドレス
http://www.nittsu.co.jp/

当社は、2017年10月1日を効力発生日として当社普通株式10株を1株に併合し、単元株式数を
1,000株から100株に変更いたしました。なお、この株式併合および単元株式数の変更にともなう株
主様による特段のお手続きの必要はありません。

株式併合および単元株式数の変更に関するお知らせ

株主メモ

■ 株式併合による影響
株式併合により、株主様のご所有株式は株式併合前の10分の1とな
りますが、1株当たりの純資産額は株式併合前の10倍となり、株式市
況の変動等の要因を別にすれば、株主様がご所有の当社株式の資産
価値に変動はございません。

株式併合および単元株式数の変更に関し
てご不明な点がございましたら、お取引
のある証券会社または下記の株主名簿管
理人にお問い合わせください。

お問い合わせ先

■ 1株未満の端数が生じる場合の処理
株式併合の結果、1株未満の端数が生じた場合には、会社法の定めに
基づき、全ての端数を当社が一括して処分し、その処分代金を、端数
が生じた株主様に対して、端数の割合に応じて分配いたしました。

「株主名簿管理人」
三菱UFJ信託銀行株式会社

 0120-232-711（通話料無料）
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環境に配慮したFSC®認証紙と植物油インキを使用しています。

〒105-8322　東京都港区東新橋一丁目9番3号
TEL：03-6251-1111
URL：http://www.nittsu.co.jp/
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